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はじめに 
 

１ 本計画の策定趣旨 
中期財政計画は、本市の財政の現状と平成３０(2018)年度から平成３４(2022)年度まで

の財政見通しを明らかにし、今後の予算編成に資することにより、本市の計画的かつ健全

な財政運営を維持していくことを目的としています。 

また、本計画は、平成２５(2013)年３月に策定した「久喜市総合振興計画」を財政的に

補完し、計画の実効性を確保していくものです。 

将来的に安定した財政基盤の確保を前提に、高度化・多様化した行政需要に柔軟に、そ

して迅速に対応し、効果的で効率的な行政サービスの提供を推進し、堅実な財政運営を行

っていく指針のひとつとするものです。 

 

２ 本計画の位置づけ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

具 体 化 
財政的に補完 久喜市総合振興計画 

（平成 25（2013）～34（2022）年度） 

中期財政計画 

（平成 30（2018）～34（2022）年度） 

実施計画 

（平成 30（2018）～32（2020）年度） 
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３ 本計画の策定方針 
 

（１）期間 
本計画の策定期間は、「久喜市総合振興計画」の「後期基本計画」に合わせ、平成 

３０(2018)年度から平成３４(2022)年度までの５年間とします。 

 

（２）会計 
本計画の対象とする会計は一般会計とします。ただし、財政指標については、地方財

政状況調査（決算統計）等を考慮し、普通会計（一般会計及び土地区画整理事業特別会

計（事業会計分を除く。））とします。 

 

（３）見直し（ローリング） 
今後の本市の財政状況や社会経済情勢の変化、諸制度の変更等を考慮し、毎年度、見

直しを行います。 
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第１章 財政状況 
１ 歳入 

（単位：百万円） 

 
（単位：百万円、％） 

区 分 H24(2012) H25(2013) H26(2014) H27(2015) H28(2016) 増減率① 増減率② 

市  税 21,340 21,560 22,117 22,093 22,248 0.30% 1.05% 

地方譲与税等 2,101 2,210 2,384 3,437 3,082 13.70% 10.05%  地方譲与税 445 427 411 432 429 2.17% △0.91%  交付金 1,656 1,783 1,973 3,005 2,653 15.96% 12.50% 

地方交付税 6,239 5,939 6,151 6,530 5,241 △7.69% △4.26% 

地 方 債 4,965 5,550 4,668 5,780 2,743 △23.34% △13.79% 

そ の 他 11,695 12,273 14,764 21,443 18,468 11.84% 12.10%  分担金及び負担金 372 386 399 403 433 4.17% 3.87%  使用料及び手数料 335 329 321 334 327 0.93% △0.60%  国庫支出金 5,413 5,651 6,614 9,618 6,857 1.82% 6.09%  県支出金 2,492 2,601 2,858 2,794 3,107 4.27% 5.67%  繰入金 279 629 1,060 5,123 1,208 6.75% 44.25%  諸収入・その他 2,804 2,677 3,512 3,171 6,536 36.42% 23.56% 

計 46,340 47,532 50,084 59,283 51,782 1.68% 2.81% 

※交付金は、利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、地方消費税交付金、自動車取得税交付金、地方

特例交付金、交通安全対策特別交付金の合計額です。 

※増減率①は、平成 26年度から平成 28年度までの平均増減率です。 

平成 26年度×（1+増減率①）×（1+増減率①）＝平成 28年度 

※増減率②は、平成 24年度から平成 28年度までの平均増減率です。 

 平成 24年度×（1+増減率②）×（1+増減率②）×（1+増減率②）×（1+増減率②）＝平成 28年度 

21,340 21,560 22,117 22,093 22,248 

2,101 2,210 2,384 3,437 3,082 
6,239 5,939 6,151 6,530 5,241 

4,965 5,550 4,668 
5,780 

2,743 
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0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000
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（１） 市税 
平成２８(2016)年度決算において、全体の約４３％を占める市税は、地方法人税創設

に伴う法人市民税の減収や市たばこ税の減収があったものの、大規模家屋等課税客体の

増加による固定資産税の増収により、平成２７(2015)年度と比較して１億５，５００万

円の増（対前年度比０．７％増）となりました。 

近年は、大規模家屋・償却資産等課税客体の増加による固定資産税の増等により、平成

２４(2012)年度から平成２８(2016)年度までの平均増減率は１．０５％の増となりまし

たが、平成２６(2014)年度から平成２８(2016)年度までの平均増減率は０．３０％の増

となっており、ほぼ横ばいとなりました。 

 

（２） 地方譲与税等 
平成２８(2016)年度決算において、地方譲与税や交付金は、地方特例交付金や自動車

重量譲与税の増額があったものの、地方消費税交付金等が減額となり、平成２７(2015)

年度と比較して３億５，５００万円の減（対前年度比１０．３％減）となりました。 

近年は、消費税率変更に伴う地方消費税交付金の増額により、平成２４(2012)年度か

ら平成２８(2016)年度までの平均増減率は１０．０５％の増となりました。特に、平成

２６ (2014)年度から平成２８ (2016)年度までについては、配当割交付金や株式

等譲渡所得割交付金の増額の影響が大きく、平均増減率は１３．７０％の増となりまし

た。 

 

（３） 地方交付税 
平成２８(2016)年度決算において、普通交付税が２億８，４７０万８千円の減（対前年

度比６．２％減）、特別交付税が６，３６９万８千円の減（対前年度比７．１％減）とな

り、全体としては１２億８，９００万円の減（対前年度比１９．７％減）となりました。 

普通交付税は、平成２７(2015)年度から合併算定替による増額分が段階的に減少して

おり、平成２８(2016)年度は、３割の減少率になっています。 

      

（４） 地方債 
平成２８(2016)年度決算において、地方債は、本庁舎耐震化整備事業等の終了や臨時

財政対策債等の減額により、平成２７年度と比較して３０億３，７００万円の減（対前年

度比５２．５％減）となりました。 

平成２４(2012)年度から平成２８(2016)年度までと平成２６(2014)年度から平成２８

(2016)年度までの平均増減率については、大きく減少していますが、これは平成２８

(2016)年度の地方債対象となる普通建設事業費が減少したことよるもので、平成２８

(2016)年度を除けば約５０億円で推移しています。 

 

（５） その他 
平成２８(2016)年度決算において、国庫支出金や繰入金等の減により、平成２７(2015)

年度と比較して２９億７，５００万円の減（対前年度比１３．９％減）となりました。 

  近年は、国庫支出金や県支出金対象事業費の増加により、増加傾向となっています。 
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２ 歳出 
（単位：百万円） 

 
（単位：百万円、％） 

区分 H24(2012) H25(2013) H26(2014) H27(2015) H28(2016) 増減率① 増減率② 

人件費 7,745 7,339 7,434 7,380 7,274 △1.08% △1.56% 

扶助費 9,262 9,563 10,238 10,784 11,353 5.30% 5.22% 

公債費 5,551 5,472 5,398 5,386 4,907 △4.66% △3.04% 

普通建設事業費 3,072 4,258 4,524 5,533 3,671 △9.92% 4.55% 

補助費等 5,632 5,910 6,375 6,154 6,111 △2.09% 2.06% 

維持補修費 438 347 343 265 347 0.58% △5.66% 

その他 12,499 12,604 13,581 17,464 13,732 0.55% 2.38%  物件費 5,610 6,177 5,834 6,164 6,568 6.10% 4.02%  繰出金 6,455 6,179 6,446 6,405 6,484 0.29% 0.11%  投資・出資・貸付金 22 22 24 18 14 △23.62% △10.68%  積立金 375 226 1,277 4,877 666 △27.78% 15.44%  その他 37 0 0 0 0 0 - 

計 44,199 45,493 47,893 52,966 47,395 △0.52% 1.76% 

※増減率①は、平成 26年度から平成 28年度までの平均増減率です。 

平成 26年度×（1+増減率①）×（1+増減率①）＝平成 28年度 

※増減率②は、平成 24年度から平成 28年度までの平均増減率です。 

 平成 24年度×（1+増減率②）×（1+増減率②）×（1+増減率②）×（1+増減率②）＝平成 28年度 

7,745 7,339 7,434 7,380 7,274 

9,262 9,563 10,238 10,784 11,353 

5,551 5,472 5,398 5,386 4,907 

3,072 4,258 4,524 
5,533 

3,671 

5,632 
5,910 

6,375 
6,154 

6,111 
438 
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（１）人件費 

平成２８(2016)年度決算において、指定管理者制度の導入や合併効果等による職員数

の減等により、平成２７(2015)年度と比較して１億１，０４３万１千円の減（対前年度比

１．５％減）となりました。近年は、約１％の緩やかな減少傾向となっています。 

 

（２）扶助費 
平成２８(2016)年度決算において、子ども医療費や介護サービス利用者負担金助成金

の増等により、平成２７(2015)年度と比較して５億６，８７６万円の増（対前年度比

５．３％増）となりました。近年は、少子化対策等の費用の増加により、５％前後の急激

な増加傾向が続いています。 

 

（３）公債費 
平成２８(2016)年度決算において、平成２７(2015)年度に償還が終了した地方債や利

率見直しにより低利になったことにより減となったものの、繰上償還の実施等により、

平成２７(2015)年度と比較して１億７，５６５万６千円の増（対前年度比３．６％増）と

なりました。近年は、地方債残高の減少により、減少傾向となっています。 

      

（４）普通建設事業費 
平成２８(2016)年度決算において、青葉小学校プール改築工事等があったものの、本

庁舎耐震化整備事業の終了等により、平成２７(2015)年度と比較して１８億６，２３０万４千円

の減（対前年度比３３．６％減）となりました。近年は、平成２７（2015）年度の東日

本大震災関連経費を除けば、減少傾向となっています。 

 

（５）補助費等 
平成２８(2016)年度決算において、地域限定プレミアム付商品券発行事業の減等によ

り、平成２７(2015)年度と比較して４，３５８万９千円の減（対前年度比０．７％減）と

なりました。近年は、企業等誘致事業等の減少により、減少傾向となっています。 

 

（６）維持補修費 
平成２８(2016)年度決算において、道路ストック舗装修繕事業や道路補修事業の増に

より、平成２７(2015)年度と比較して８，２８０万４千円の増（対前年度比３１．３％

増）となりました。近年は、公共施設の老朽化対策により、増加傾向となっています。 

 

（７）その他 
平成２８(2016)年度決算において、積立金等の減額により、平成２７(2015)年度と比

較して２３億４，９１４万１千円の減（対前年度比４６．１％減）となりました。近年

は、小中学校空調機器借上料の影響等による物件費や介護保険特別会計等への繰出金の

増等により、増加傾向となっています。 
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３ 基金残高  
（１）財政調整基金 
平成２８(2016)年度決算において、財政調整基金残高については、平成２７(2015)年

度と比較して３億１，１３８万６千円の増（対前年度比５．７％増）となりました。 

合併以降は、合併効果や経費節減努力により、増加傾向が続いています。 

（単位：百万円） 

 

 

（単位：百万円） 

区分 H24(2012) H25(2013) H26(2014) H27(2015) H28(2016) 

財政調整基金 4,539 5,380 5,486 5,510 5,822 
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４ 地方債残高 
（１）臨時財政対策債 
平成２８(2016)年度決算において、臨時財政対策債の残高については、平成２７(2015)

年度と比較して９５３万７千円の増（対前年度比０．１％増）となりました。 

近年は、増加傾向となっています。 

 

（２）その他の事業債 
平成２８(2016)年度決算において、臨時財政対策債以外の地方債残高については、平

成２７(2015)年度と比較して１７億３，６０１万６千円の減（対前年度比７．４％減）と

なりました。 

  近年は、地方債借入の抑制や繰上償還等により、減少傾向となっています。 

 

（単位：百万円） 

 

 

（単位：百万円） 

区分 H24(2012) H25(2013) H26(2014) H27(2015) H28(2016) 

臨時財政対策債 21,092 22,577 24,019 24,681 24,690 

その他の事業債 25,636 24,832 23,215 23,453 21,717 

合計 46,728 47,409 47,234 48,134 46,407 
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５ 財政指標  
（１）経常収支比率 
経常収支比率は、財政構造の弾力性を測定する指標のひとつとして用いられています。 

平成２８(2016)年度決算において、経常収支比率は、平成２７(2015)年度と比較して

２．４ポイント増の９２．６％となりました。 

近年は、平成２７(2015)年度の消費税率の改正等による経常一般財源の増加もあり、

一時減少しましたが、それを除けば、増加傾向となっています。 

（単位：％） 

区分 H24(2012) H25(2013) H26(2014) H27(2015) H28(2016) 

久喜市 92.4 91.0 91.7 90.2 92.6 

県内市平均 90.5 90.7 92.4 91.4 93.1 

 

（２）実質公債費比率 
実質的な公債費（地方債の元利償還金）が財政に及ぼす負担を表す指標です。 これは、

地方税、普通交付税のように使途が特定されておらず、毎年度経常的に収入される財源

のうち、公債費や公営企業債に対する繰出金などの公債費に準ずるものを含めた実質的

な公債費相当額（普通交付税で措置されるものを除く）に充当されたものの占める割合

で、過去３年間の平均値を使用します。 

地方債協議制度の下では、１８％以上の団体は、地方債の発行に際し許可が必要とな

り、さらに、２５％以上の団体は財政健全化団体となり、地域活性化事業等の単独事業に

係る地方債が制限されます。さらに、３５％以上の団体は財政再生団体となり、これらに

加えて一部の一般公共事業債についても制限されることとなります。 

平成２８(2016)年度決算において、実質公債費比率は、平成２７(2015)年度と比較し

て０．５ポイントの減少（８．３％→７．８％）となりました。 

  近年は、県内市平均を上回っているものの、減少傾向となっています。 

（単位：％） 

区分 H24(2012) H25(2013) H26(2014) H27(2015) H28(2016) 

久喜市 10.0 9.4 9.0 8.3 7.8 

県内市平均 6.5 5.9 5.2 4.7 4.4 
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第２章 財政見通し 
 

１ 推計方法 
（１）基本的事項 
・過去５年間（平成２４(2012)年度から平成２８(2016)年度）の決算額と平成２９

(2017)年度及び平成３０(2018)年度の決算見込額を推計ベースとします。 

・国の制度等については、現行制度が継続するものとします。 

・策定時点での推計のため、後年度の状況の変化により、随時見直しを行います。 

 

２ 歳入の見通し 
（単位：百万円） 

区分 H29(2017) H30（2018） H31(2019) H32(2020) H33(2021) H34(2022) 

市税 23,165 23,361 22,931 22,762 22,064 22,031 

地方譲与税等 3,324 3,184 3,796 4,106 4,106 4,106 

地方交付税 4,662 4,380 3,874 3,573 4,097 4,122 

地方債 4,186 4,412 6,471 3,898 8,117 5,495 

その他 16,501 14,998 16,712 16,802 21,459 18,972 

合計 51,838 50,335 53,784 51,141 59,843 54,726 

※地方譲与税等は、地方譲与税、利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、地方消費税交付

金、自動車取得税交付金、地方特例交付金、交通安全対策特別交付金です。  
（１）市税 
①  個人市民税については、現在の所得階層の変動や高齢化の傾向を踏まえ、今後も緩
やかに減少する見込みです。 

②  法人市民税については、平成３１(2019)年度に税率改正が予定されており、大幅に

減少する見込みです。 

③  固定資産税については、過去の実績を勘案した地価の下落等による減少や平成３３
(2021)年度の評価替えも考慮し、減少を見込んでいます。 

④  軽自動車税については、平成３１(2019)年度に税制改正が予定されており、増加す

る見込みです。  
（２）地方譲与税等 
①  地方消費税交付金や自動車取得税交付金を除く地方譲与税等は、国税又は県税の収
入状況や制度改正の影響を受け、今後の動向を予測することは困難であり、総額とし

ては過去に大きく変動していないことから、これまでの実績に基づき、平成３０（2018）

年度と同額で推移するものとしています。 

②  地方消費税交付金については、平成３１(2019)年１０月の消費税率の引き上げに伴

い増加を見込んでいます。 
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③  自動車取得税交付金は、平成３１(2019)年１０月の自動車取得税の廃止に伴い減少

を見込んでいます。 
 

（３）地方交付税 
普通交付税については、基本的には国の地方財政計画によりますが、消費税率の改正

等に伴う基準財政収入額への影響などを反映します。また、合併算定替による減少を見

込んでいます。 

特別交付税については、平成３０(2018)年度と同額とし、震災復興特別交付税につい

ては見込まないものとします。 

 

（４）地方債 
臨時財政対策債は、本来、地方交付税制度を通じて財源調整されるべき地方の一般財

源の収支不足が、国の交付税特別会計では賄えないために、臨時的措置として創設され

た地方債制度です。しかし、度々、制度の延長がされていることから、今後も続くもの

として推計しています。 

現時点では、今後の国の財源不足の状況などは見込めないことから、平成３０(2018)

年度と同額とします。 

その他の地方債については、普通建設事業費に応じて借入れをすることとして推計し

ています。 
 

（５）その他 
分担金及び負担金、使用料及び手数料、財産収入など、これまでの実績等を勘案して、

平成３０(2018)年度と同額で推移するものとして見込んでいます。 
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３ 歳出の見通し 
（単位：百万円） 

区分 H29(2017) H30（2018） H31(2019) H32(2020) H33(2021) H34(2022) 

人件費 7,299 7,116 6,920 7,441 7,453 7,446 

扶助費 11,256 11,976 12,508 12,884 12,891 12,872 

公債費 5,217 4,710 4,480 4,297 4,299 4,441 

普通建設事業費 5,518 4,762 8,469 5,892 14,608 9,005 

補助費等 8,210 7,980 7,880 7,758 7,751 7,741 

維持補修費 447 398 413 429 445 462 

その他 11,698 11,146 11,893 11,246 11,266 11,442 

合計 49,645 48,088 52,563 49,947 58,713 53,409 

 

（１）人件費 
久喜市定員適正化計画の設定目標に基づき、市職員数が推移するものとして推計して

います。報酬職については、平成３０(2018)年度と同額で推移するものとしています。

また、平成３２(2020)年度から会計年度任用職員の制度化により、物件費に経理されて

いる臨時職員の費用を人件費とすることから増加を見込んでいます。 

 

（２）扶助費 
「税と社会保障の一体改革」により、地方に新たな財政需要等が発生することも想定

されますが、現状の国の制度が継続されることを前提として推計しています。特に、少

子高齢化対策については、過去の実績を勘案しながら、今後も増加するものとして見込

んでいます。 

  

（３）公債費 
過去に借入れた地方債の償還額に、毎年度、適債性のある事業を選定し、地方債を借

入れるものとし、償還予定額を見込んでいます。 

 

（４）普通建設事業費 
給食センターやごみ処理施設等の必要最低限の建設費を計上しています。 

 

（５）補助費等 
一部事務組合への負担金の減少や企業誘致に係る補助金交付期間の終了等により、減

少を見込んでいます。 

  

（６）維持補修費 
過去の実績を勘案しながら、今後も増加するものと見込んでいます。 

 

（７）その他 
繰出金は、特別会計毎に個別に推計します。 

物件費等は、過去の実績を基に、推計しています。 
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４ 基金の見通し 
財政調整基金残高は、給食センターやごみ処理施設の建設費や少子高齢化等に伴う扶助

費の増加により、大幅な減少が見込まれます。 

（単位：百万円） 

 

（単位：百万円） 
基金名 H29(2017) H30(2018) H31(2019) H32(2020) H33(2021) H34(2022) 

財政調整基金 5,356 5,453 5,276 4,186 2,783 1,349  
５ 地方債残高の見通し 
地方債残高は、臨時財政対策債の発行や給食センターやごみ処理施設等の建設費の財源

となる地方債の発行により、増額していくものと見込んでいます。 

（単位：百万円） 

 

（単位：百万円） 
地方債名 H29(2017) H30（2018） H31(2019) H32(2020) H33(2021) H34(2022) 

臨時財政対策債 24,874 25,216 25,530 25,801 26,036 26,142 

その他の事業債 21,596 21,296 23,291 22,940 26,837 28,112 

合計 46,470 46,512 48,821 48,741 52,873 54,254  
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６ 財政指標の見通し 
経常収支比率は、経常一般財源である税収入の減少を見込んでいることから、緩やかに

上昇していくものと見込まれます。 
実質公債費比率は、大規模事業が予定されているものの、一部事業については、元金償

還が始まらないことから公債費は減少していくものと見込んでおり、それに伴い下降する

ものと見込まれます。 

 

 
（単位：％） 

指標名 H29(2017) H30（2018） H31(2019) H32(2020) H33(2021) H34(2022) 

経常収支比率 93.1 91.1 92.0 91.1 92.1 93.0 

実質公債費比率 7.6 7.9 8.0 7.7 7.2 7.2  
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第３章 今後の取り組み 
 

１ 課題 
  今後は、歳入総額の大幅な増加が見込めない中で、給食センターやごみ処理施設、（仮

称）本多静六記念 市民の森・緑の公園整備のほか、少子高齢化対策などによる扶助費や
老朽化した公共施設の更新費用の増額も見込まれ、厳しい財政運営が続くことが想定さ

れます。 
  しかし、時代の変化に伴う新しい住民ニーズにも対応するとともに、社会情勢や経済

状況の変化の影響にも柔軟に対応していくためには、健全性を保ちながら、財政運営を

行っていく必要があります。 
そのようなことから、財政構造の弾力性を示す経常収支比率などの財政指標に注視す

るとともに、不測の事態に対応できる財政調整基金等の財源の確保に努める必要があり

ます。 
また、道路等の公共施設の整備や更新を行っていくためには、地方債を財源の一部と

する必要があることから、市債残高と公債費の増加にも注意が必要です。 
   
２ 目標 
  健全な財政運営の確立のため、久喜市総合振興計画後期基本計画等において下記の目

標を掲げ、財政の健全化・安定化に努めます。 

（１）財政指標（経常収支比率・実質公債費比率）の目標値の設定 
健全な財政運営のため、原則として、経常収支比率は前年度埼玉県平均値（市のみ）、

実質公債費比率は前年度数値以下を目標とする。 
①経常収支比率…前年度県平均値と９０．２％を比較し、低い方の比率 
②実質公債費比率…前年度数値と４．７％を比較し、低い方の比率 

（２）市債の繰上げ償還の実施 
より健全な財政運営のために後年度の財政負担を軽減するため、市債の繰上げ償還

を実施する。 
（３）財政調整基金の確保 
   今後の厳しい財政運営を考慮しつつ、健全な財政運営を継続するため、財政調整基

金は標準財政規模の１０％以上を確保する。 

  ①基金残高…標準財政規模の１０％以上 

   
３ 取り組み 
（１）財政指標（経常収支比率・実質公債費比率） 

経常収支比率 

本計画では、平成３４(2022)年度には、９３．０％と推計しており、目標値を上

回ることが見込まれます。経常収支比率の分母に当る経常一般財源については、約

３分の２を占める市税が減少傾向にあり、増収が見込めないことから、分子に当る

経常経費の削減を図っていきます。 
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経常経費の削減を図るため、行政改革や行政評価等による事業の統合や見直し、

公共施設のアセットマネジメント等の取り組みを進めてまいります。 

実質公債費比率 

本計画では、平成３４(2022)年度には、７．２％と推計しており、毎年、減少が

見込まれているものの、目標値を上回ることが見込まれます。 

実質公債費比率を下げていくためには、公債費の減少と普通交付税措置のない地

方債の抑制を検討する必要があります。 

公債費については、（２）の市債の繰上げ償還の取り組みより、削減を図っていく

こととします。 

地方債の発行に当っては、収支のバランスに配慮しながら、交付税措置のない地

方債について、より、慎重に検討し削減を図っていきます。 

（２）市債の繰上げ償還の実施 
後年度負担の軽減を図るため、繰上げ償還を実施するに当たっては、補償金等が生

じないよう、借換債の借り換えの時期に合わせて繰上償還を検討します。 

（３）財政調整基金の確保 
平成２９(2017)年度の標準財政規模は約３０５億円で、１０％は約３０．５億円に

なりますが、本推計では、１３．５億円となる見込みで、約１７億円不足することに

なります。 

このため、毎年度の実質収支の基金への編入額の検討や既存事業の継続した見直し

を行い歳出の削減を図り、不足見込み額の圧縮に努めます。 
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